
審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 協業組合の事業転換の認可 根 拠 条 項 第５条の７第２項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第５条の７第２項の規定による協業組合の事業転換の認可に係る審査基準は、「協業組合制度の運用について（昭和４２年１０月１３

日付け４２企庁第１４２０号）」二、「協業組合の設立等認可関係事務の取扱いについて（昭和４２年１０月１３日付け４２企庁第１４２

８号）」及び設立認可等事務処理要領二並びに「中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律の運用について（平成３年

６月１２日付け３企庁第１３２５号）」４のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３１ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 協業組合の設立の認可 根 拠 条 項 第５条の１７第１項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第５条の１７第１項の規定による協業組合の設立の認可に係る審査基準は、「協業組合制度の運用について（昭和４２年１０月１３日

付け４２企庁第１４２０号）」一、「協業組合の設立等認可関係事務の取扱について（昭和４２年１０月１３日付け４２企庁第１４２８号）」

一及び設立認可等事務処理要領二のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３２ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 協業組合の組合員による総会招集の承認 根 拠 条 項 第５条の２３第３項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第５条の２３第３項において準用する中小企業等協同組合法第４８条の規定に基づく協業組合の組合員による総会招集の承認に係る

審査基準は、第５条の２３第３項において準用する中小企業等協同組合法第４７条第２項に規定する要件が形式的及び内容的に満たされ

ているか否かにより判断するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３３ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 協業組合の定款の変更の認可 根 拠 条 項 第５条の２３第３項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第５条の２３第３項において準用する中小企業等協同組合法第５１条第２項の規定による協業組合の定款の変更の認可に係る審査基

準については、第５条の１７第１項の規定による協業組合の設立認可に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３４ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 協業組合の合併の認可 根 拠 条 項 第５条の２３第４項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第５条の２３第４項において準用する中小企業等協同組合法第６３条第３項の規定による協業組合の合併の認可に係る審査基準につ

いては、第５条の１７第１項の規定による協業組合の設立の認可に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３５ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合の特別の地区の承認 根 拠 条 項 第９条 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 

 
 第９条の規定による商工組合の特別の地区の承認に係る審査基準は、中小企業団体の組織に関する法律施行令第１条の２の要件が形式

的及び内容的に満たされているか否か、又は、その他特殊な事情がある場合は、必要な資料等に基づき個別に判断するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ６０日 目次

ＮＯ
３６ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合の組合員以外の者の事業の利用の特例の認可 根 拠 条 項 第１７条の２第１項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第１７条の２第１項の規定による商工組合の組合員以外の者の事業の利用の特例の認可に係る審査基準は、「中小企業等協同組合法及

び中小企業団体の組織に関する法律の一部を改正する法律（平成９年法律第１０６号）の施行に伴う中小企業等協同組合法及び中小企業

団体の組織に関する法律の運用について（平成１０年２月１日付け平成 10・01・19 企庁第３号）」のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３７ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 

手  続  名 
商工組合連合会の会員である商工組合及びその組合員又

は会員である商工組合連合会並びにその会員である商工

組合及びその組合員以外の者の事業の利用の特例の認可 
根 拠 条 項 第３３条 

 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 

 
 第３３条において準用する第１７条の２第１項の規定による商工組合連合会の会員である商工組合及びその組合員又は会員である商

工組合連合会並びにその会員である商工組合及びその組合員以外の者の事業の利用の特例の認可に係る審査基準については、第１７条の

２第１項に規定する商工組合の組合員以外の者の事業の利用の特例の認可に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
３８ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合及び商工組合連合会の設立の認可 根 拠 条 項 第４２条第１項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
第４２条第１項の規定による商工組合及び商工組合連合会の設立の認可に係る審査基準は、「商工組合制度の運用について（昭和３７

年７月３１日付け３７企庁第９１８号）」１及び２並びに「商店街組合の設立及び運用について（昭和３７年１０月６日付け３７企庁第

１１００号）」のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ６０日 目次

ＮＯ
３９ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合及び商工組合連合会の組合員による総会招集の承認 根 拠 条 項 第４７条第２項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第４７条第２項において準用する中小企業等協同組合法第４８条の規定に基づく商工組合及び商工組合連合会の組合員による総会招

集の承認に係る審査基準については、第５条の２３第３項において準用する中小企業等協同組合法第４８条の規定に基づく協業組合の組

合員による総会招集の承認に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
４０ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合及び商工組合連合会の定款の変更の認可 根 拠 条 項 第４７条第２項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
第４７条第２項において準用する中小企業等協同組合法第５１条第２項の規定による商工組合及び商工組合連合会の定款の変更の認

可に係る審査基準については、第４２条第１項の規定による商工組合及び商工組合連合会の設立の認可に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
４１ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合及び商工組合連合会の合併の認可 根 拠 条 項 第４７条第３項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第４７条第３項において準用する中小企業等協同組合法第６３条第３項の規定による商工組合及び商工組合連合会の合併の認可に係

る審査基準については、第４２条第１項の規定による商工組合及び商工組合連合会の設立の認可に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
４２ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 事業協同組合等から協業組合への組織変更の認可 根 拠 条 項 第９５条第４項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第９５条第４項の規定による事業協同組合等から協業組合への組織変更の認可に係る審査基準については、第５条の１７第１項の規定

による協業組合の設立の認可に係る審査基準を準用する｡ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
４３ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 商工組合から事業協同組合への組織変更の認可 根 拠 条 項 第９６条第５項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第９６条第５項の規定による商工組合から事業協同組合への組織変更の認可に係る審査基準は、「中小企業等協同組合法の一部を改正

する法律の施行に伴う組合に対する認可制度の取扱について（昭和３０年８月２５日付け３０企庁第３９６１号）」１の（２）、「中小企

業等協同組合法に基く認可の申請手続その他の事業に関する指導等について（昭和３０年８月２５日付け３０企庁第３９６２号）」１及

び設立認可事務処理要領２の（２）から（４）まで、「事業協同小組合の設立指導について（昭和３３年７月３０日付け３３企庁第５４

６８号）」１から５まで、「中小企業等協同組合法等の一部を改正する法律の施行に伴う運用について（昭和５５年９月２日付け５５企庁

第１３２４号）」Ⅰの１から３まで、「異業種組合の設立・運営指導について（昭和５８年８月２７日付け５８企庁第１１９４号）」１並

びに「中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う運用について（昭和５９年９月２

７日付け５９企庁第１４５１号）」Ⅰ及びⅡのとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
４４ 

 標準経由期間       日 



審 査 基 準 （ 公 表 用 ）           様式第３号 
所管課    産業政策課     

法 令 名 中小企業団体の組織に関する法律 法令の番号 昭和３２年法律第１８５号 
手  続  名 事業協同組合から商工組合への組織変更の認可 根 拠 条 項 第９７条第２項 

 
 
 
 
 
 
審 
 
査 
 
基 
 
準 
 
 
 
 
 
 
 

 
 第９７条第２項において準用する第９６条第５項の規定による事業協同組合から商工組合への組織変更の認可に係る審査基準につい

ては、第４２条第１項の規定による商工組合及び商工組合連合会の設立の認可に係る審査基準を準用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受付

機関 
産業政策課 

処理 
機関 

産業政策課 
交付 
機関 

産業政策課 
標準処理期間      ３０日 目次

ＮＯ
４５ 

 標準経由期間       日 



 


